戦争法案の強行採決に断固抗議
廃案をめざし最後の最後まで奮闘する
２０１５年７月１６日
神奈川県平和委員会常任理事会
　安倍政権と自民党・公明党は戦争法案について、「いつまでもだらだらとやるべきじゃない。『決める時は決める』」（菅義偉官房長官）、「もう論点は出尽くしている」（谷垣禎一幹事長）などと強弁し、７月１５日昼に、衆院安保法制特別委員会での採決を強行し、自民党、公明党の賛成で戦争法案を可決しました。　
　この暴挙に満身の怒りをこめて抗議します。
　国会論戦で戦争法案は、アメリカの侵略戦争に地球のどこでも自衛隊を参戦するものであり、憲法９条違反であることが一層明白になりました。
　日本弁護士会、元内閣法制局長官、９割を超す憲法学者が憲法違反であり、

反対、廃案を表明しています。世論調査においても、国民の８割以上が「政府の説明は不十分」、６割以上が「今国会成立に反対」と答えています。

　全国各地で「戦争法案反対」の一点での共同を展開し、列島騒然の事態が生まれています。若者が、女性が、学者が、労働者が立ち上がり、神奈川においても、各地で集会、パレード、宣伝行動が大きな広がりを示しています。
強行採決は、国民主権の原則を踏みにじることであり、民主主義国家としては認められないことです。

追い詰められた安倍政権と自民党・公明党のなりふり構わぬ姿を露呈しています。
憲法違反の戦争法案は廃案以外に道はありません。
私たちは、平和委員会の役割を発揮し、歴史的な闘いに立ち上がりました。
日本列島を安倍政権への怒りで覆いつくし、戦争法案の廃案をめざし、最後の最後まで奮闘することを決意し表明いたします。
